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道路法（昭和二十七年六月十日法律第百八十号） （抄）

（道路の占用の許可）

第３２条 道路に次の各号のいずれかに掲げる工作物、物件又は施設を設け、継続して道路を使用

しようとする場合においては、道路管理者の許可を受けなければならない。

一 電柱、電線、変圧塔、郵便差出箱、公衆電話所、広告塔その他これらに類する工

作物

二～七 略

２ 前項の許可を受けようとする者は、左の各号に掲げる事項を記載した申請書を道路管理

者に提出しなければならない。

一 略

二 道路の占用の期間

三 道路の占用の場所

四～七 略

３～５ 略

（道路の占用の許可基準）

第３３条 道路管理者は、道路の占用が前条第１項各号のいずれかに該当するものであつて道路の

敷地外に余地がないためにやむを得ないものであり、かつ、同条第２項第２号から第７号ま

でに掲げる事項について政令で定める基準に適合する場合に限り、同条第１項又は第３項

の許可を与えることができる。

２ 略

（水道、電気、ガス事業等のための道路の占用の特例）

第３６条 水道法（昭和３２年法律第１７７号）、工業用水道事業法（昭和３３年法律第８４号）、下水道法

（昭和３３年法律第７９号）、鉄道事業法（昭和６１年法律第９２号）若しくは全国新幹線鉄道整

備法（昭和４５年法律第７１号）、ガス事業法（昭和２９年法律第５１号）、電気事業法（昭和３９

年法律第１７０号）又は電気通信事業法（昭和５９年法律第８６号）の規定に基づき、水管（水

道事業、水道用水供給事業又は工業用水道事業の用に供するものに限る。）、下水道管、

公衆の用に供する鉄道、ガス管（ガス事業法第２条第１１項に規定するガス事業（同条第２項

に規定するガス小売事業を除く。）の用に供するものに限る。）又は電柱、電線若しくは公衆

電話所（これらのうち、電気事業法に基づくものにあつては同法第２条第１項第１７号に規定

する電気事業者（同項第３号に規定する小売電気事業者を除く。）がその事業の用に供する

ものに、電気通信事業法に基づくものにあつては同法第１２０条第１項に規定する認定電気

通信事業者が同項に規定する認定電気通信事業の用に供するものに限る。）を道路に設け

ようとする者は、第３２条第１項又は第３項の規定による許可を受けようとする場合においては、

これらの工事を実施しようとする日の１月前までに、あらかじめ当該工事の計画書を道路管理
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者に提出しておかなければならない。ただし、災害による復旧工事その他緊急を要する工事

又は政令で定める軽易な工事を行う必要が生じた場合においては、この限りでない。

２ 道路管理者は、前項の計画書に基づく工事（前項ただし書の規定による工事を含む。）の

ための道路の占用の許可の申請があつた場合において、当該申請に係る道路の占用が

第３３条第１項の規定に基づく政令で定める基準に適合するときは、第３２条第１項又は第

３項の規定による許可を与えなければならない。

（道路の占用の禁止又は制限区域等）

第３７条 道路管理者は、次に掲げる場合においては、第３３条、第３５条及び前条第２項の規定にか

かわらず、区域を指定して道路（第２号に掲げる場合にあつては、歩道の部分に限る。）の

占用を禁止し、又は制限することができる。

一 交通が著しくふくそうする道路又は幅員が著しく狭い道路について車両の能率的な運行を図

るために特に必要があると認める場合

二 幅員が著しく狭い歩道の部分について歩行者の安全かつ円滑な通行を図るために特に必要

があると認める場合

三 災害が発生した場合における被害の拡大を防止するために特に必要があると認める場合

２ 略

３ 道路管理者は、前２項の規定に基いて道路の占用を禁止し、又は制限する区域を指定し

ようとする場合においては、あらかじめその旨を公示しなければならない。

（道路管理者等の監督処分）

第７１条 道路管理者は、次の各号のいずれかに該当する者に対して、この法律若しくはこの法律に

基づく命令の規定によって与えた許可、承認若しくは認定（以下この条及び第７２条の２第１

項において「許可等」という。）を取り消し、その効力を停止し、若しくはその条件を変更し、

又は行為若しくは工事の中止、道路（連結許可等に係る自動車専用道路と連結する施設を

含む。以下この項において同じ。）に存する工作物その他の物件の改築、移転、除却若しく

は当該工作物その他の物件により生ずべき損害を予防するために必要な施設をすること

若しくは道路を原状に回復することを命ずることができる。

一～三 略

２ 道路管理者は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、この法律又はこの法律

に基づく命令の規定による許可等を受けた者に対し、前項に規定する処分をし、又は措置を

命ずることができる。

一 道路に関する工事のためやむを得ない必要が生じた場合

二 道路の構造又は交通に著しい支障が生じた場合

三 前２号に掲げる場合のほか、道路の管理上の事由以外の事由に基づく公益上やむを

得ない必要が生じた場合

３～７ 略
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（監督処分に伴う損失の補償等）

第７２条 道路管理者は、第２４条又は第３２条第１項若しくは第３項の規定による承認又は許可を受

けた者が前条第２項第２号又は第３号の規定による処分によって通常受けるべき損失を補

償しなければならない。

２～３ 略
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道路法施行令（昭和二十七年十二月四日政令第四百七十九号）（抄）

（占用の期間に関する基準）

第９条 法第３２条第２項第２号に掲げる事項についての法第３３条第１項の政令で定める基準は、占用

の期間又は占用の期間が終了した場合においてこれを更新しようとする場合の期間が、次の各

号に掲げる工作物、物件又は施設の区分に応じ、当該各号に定める期間であることとする。

一 次に掲げる工作物、物件又は施設 １０年以内

イ～ホ 略

ヘ 電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）による電柱又は電線（同法第２条第１項第17号に規定

する電気事業者（同項第３号に規定する小売電気事業者を除く。）がその事業の用に供するも

のに限る。）

ト 電気通信事業法（昭和５９年法律第８６号）による電柱、電線又は公衆電話所（同法第１２０条

第１項に規定する認定電気通信事業者が同項に規定する認定電気通信事業の用に供するも

のに限る。）

チ 略

二 略

（一般工作物等の占用の場所に関する基準）

第１０条 法第３２条第２項第３号に掲げる事項についての同条第１項各号に掲げる工作物、物件又は

施設（電柱、電線、公衆電話所、水管、下水道管、ガス管、石油管、第７条第２号に掲げる工作

物、同条第３号に掲げる施設、同条第６号に掲げる仮設建築物、同条第７号に掲げる施設、同

条第８号に掲げる施設、同条第１１号に掲げる応急仮設建築物及び同条第１２号に掲げる器具

を除く。以下この条において「一般工作物等」という。）に関する法第３３条第１項の政令で定め

る基準は、次のとおりとする。

一 一般工作物等（鉄道の軌道敷を除く。以下この号において同じ。）を地上（トンネルの上又は高

架の道路の路面下の道路がない区域の地上を除く。次条第１項第２号、第１１条の２第１項第１

号、第１１条の３第１項第１号、第１１条の６第１項、第１１条の７第１項及び第１１条の８第１項に

おいて同じ。）に設ける場合においては、次のいずれにも適合する場所（特定連結路附属地の

地上に設ける場合にあつては、ロ及びハのいずれにも適合する場所）であること。

イ 一般工作物等の道路の区域内の地面に接する部分は、次のいずれかに該当する位置にある

こと。

（1） 法面

（2） 側溝上の部分

（3） 路端に近接する部分
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（4） 歩道（自転車歩行者道を含む。第１１条の６第１項第２号及び第１１条の９第１項第２号を除

き、以下この章において同じ。）内の車道（自転車道を含む。第１１条の６第１項第１号、第

１１条の９第１項第１号及び第１１条の１０第１項第１号を除き、以下この章において同じ。）

に近接する部分

（5） 一般工作物等の種類又は道路の構造からみて道路の構造又は交通に著しい支障を及ぼ

すおそれのない場合にあつては、分離帯、ロータリーその他これらに類する道路の部分

ロ 一般工作物等の道路の上空に設けられる部分（法のり 敷、側溝、路端に近接する部分、歩

道内の車道に近接する部分又は分離帯、ロータリーその他これらに類する道路の部分の上

空にある部分を除く。）がある場合においては、その最下部と路面との距離が４．５メートル

（歩道上にあつては、２．５メートル）以上であること。

ハ 一般工作物等の種類又は道路の構造からみて道路の構造又は交通に著しい支障を及ぼす

おそれのない場合を除き、道路の交差し、接続し、又は屈曲する部分以外の道路の部分で

あること。

二 一般工作物等を地下に設ける場合においては、次のいずれにも適合する場所であること。

イ 一般工作物等の種類又は道路の構造からみて、路面をしばしば掘削し、又は他の占用物件

と錯そうするおそれのない場所であること。

ロ 保安上又は工事実施上の支障のない限り、他の占用物件に接近していること。

ハ 道路の構造又は地上にある占用物件に支障のない限り、当該一般工作物等の頂部が地面

に接近していること。

三 一般工作物等をトンネルの上に設ける場合においては、トンネルの構造の保全又はトンネルの

換気若しくは採光に支障のない場所であること。

四 一般工作物等を高架の道路の路面下に設ける場合においては、高架の道路の構造の保全に

支障のない場所であること。

五 一般工作物等を特定連結路附属地に設ける場合においては、連結路及び連結路により連結

される道路の見通しに支障を及ぼさない場所であること。

（電柱又は公衆電話所の占用の場所に関する基準）

第１１条 法第３２条第２項第３号 に掲げる事項についての電柱又は公衆電話所に関する法第３３条

第１項の政令で定める基準は、次のとおりとする。

一 道路の敷地外に当該場所に代わる適当な場所がなく、公益上やむを得ないと認められる場

所であること。

二 電柱（鉄道の電柱を除く。）を地上に設ける場合においては次のいずれにも適合する場所で

あり、鉄道の電柱又は公衆電話所を地上に設ける場合においてはイに適合する場所である

こと。

イ 電柱又は公衆電話所の道路の区域内の地面に接する部分は、次のいずれかに該当する位

置にあること。
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（１） 法面（法面のない道路にあつては、路端に近接する部分）

（２） 歩道内の車道に近接する部分

ロ 同一の線路に係る電柱を道路（道路の交差し、接続し、又は屈曲する部分を除く。以下

この号において同じ。）に設ける場合においては、道路の同じ側であること。

ハ 電柱を歩道を有しない道路に設ける場合において、その反対側に占用物件があるときは、

当該占用物件との水平距離が八メートル以上であること。

２ 前条第２号から第５号までの規定は電柱について、同条第１号（ハに係る部分に限る。）及び第

２号から第５号までの規定は公衆電話所について準用する。

（電線の占用の場所に関する基準）

第１１条の２ 法第３２条第２項第３号 に掲げる事項についての電線に関する法第３３条第１項の政令

で定める基準は、次のとおりとする。

一 電線を地上に設ける場合においては、次のいずれにも適合する場所であること。

イ 電線の最下部と路面との距離が５メートル（既設の電線に附属して設ける場合その他技

術上やむを得ず、かつ、道路の構造又は交通に支障を及ぼすおそれの少ない場合にあ

つては４．５メートル、歩道上にあつては２．５メートル）以上であること。

ロ 電線を既設の電線に附属して設ける場合においては、保安上の支障がなく、かつ、技術

上やむを得ないとき又は公益上やむを得ない事情があると認められるときを除き、当該既

設の電線に、これと錯そうするおそれがなく、かつ、保安上の支障のない程度に接近して

いること。

二 電線を地下（トンネルの上又は高架の道路の路面下の道路がない区域の地下を除く。次

条第１項第２号及び第１１条の４第１項において同じ。）に設ける場合においては、次のいず

れにも適合する場所であること。

イ 道路を横断して設ける場合及び車道（歩道を有しない道路にあつては、路面の幅員の３

分の２に相当する路面の中央部。以下この号及び第１１条の７第１項第２号において同

じ。）以外の部分に当該場所に代わる適当な場所がなく、かつ、公益上やむを得ない事

情があると認められるときに電線の本線を車道の部分に設ける場合を除き、車道以外の

部分であること。

ロ 電線の頂部と路面との距離が、保安上又は道路に関する工事の実施上の支障のない場

合を除き、車道に０．８メートル、歩道（歩道を有しない道路にあつては、路面の幅員の３

分の２に相当する路面の中央部以外の部分。次条第１項第２号イ並びに第１１条の７第１

項第２号及び第３号において同じ。）にあつては０．６メートルを超えていること。

三 電線を橋又は高架の道路に取り付ける場合においては、桁の両側又は床版の下であること。

２ 第１０条第２号から第５号まで及び前条第１項第１号の規定は、電線について準用する。
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（技術的細目）

第１６条 第１０条から前条までに規定する基準を適用するについて必要な技術的細目は、国土交通

省令で定める。ただし、第１１条の５に規定する石油管（第９条第１号チに掲げる石油管に限

る。以下この条において同じ。）の占用の場所に関する基準又は第１２条に規定する石油管

の構造に関する基準を適用するについて必要な技術的細目は、石油パイプライン事業法第

１５条第３項第２号の規定に基づく主務省令の規定（石油管の設置の場所又は構造に係るも

のに限る。）の例による。


